
①　普通会計財務書類４表

貸借対照表 行政コスト計算書貸借対照表 行政コスト計算書
　　（平成２１年３月３１日現在） 　　　自　平成２０年　４月　１日

　　　至　平成２１年　３月３１日

（単位：百万円） （単位：百万円）
資産の部 金額 負債の部 金額 金額

１　公共資産 71,788 １　固定負債 22,067 経常行政コスト 14,065
（１）有形固定資産 71,788 （１）地方債 16,622 １　人にかかるコスト 3,026（ ）有形固定資産 , （ ）地方債 , 人にかかる ト ,
２　投資等 3,220 （２）長期未払金 1,078 （１）人件費 2,504
（１）投資及び出資金 1,200 （３）退職手当引当金 4,367 （２）退職手当引当金繰入等 332
（２）貸付金 62 ２　流動負債 2,898 （３）賞与引当金繰入額 190
（３）基金等 1,679 （１）翌年度償還予定地方債 2,220 ２　物にかかるコスト 5,250
（４）長期延滞債権 301 （２）短期借入金 0 （１）物件費 1,946
（５）回収不能見込額 △ 22 （３）未払金 198 （２）維持補修費 92
３ 流動資産 2 175 （４）翌年度支払予定退職手当 290 （３）減価償却費 3 212３　流動資産 2,175 （４）翌年度支払予定退職手当 290 （３）減価償却費 3,212
（１）財政調整基金等 955 （５）賞与引当金 190 ３　移転支出的なコスト 5,378
（２）歳計現金 1,176 負債合計 24,965 （１）社会保障給付 1,501
（３）未収金 44 純資産の部 （２）補助金等 1,060

１　公共資産等整備国県補助金等 14,779 （３）他会計への支出額 2,589
２　公共資産等整備一般財源等 47,338 （４）他団体への公共資産整備補助金等 228
３　その他一般財源等 △ 9,899 ４　その他のコスト 411

純資産合計 52 218 （１）支払利息 364純資産合計 52,218 （１）支払利息 364
資産合計 77,183 負債及び純資産合計 77,183 （２）回収不能見込計上額 46

　　＊売却可能資産については整理中のため計上しておりません。 （３）その他行政コスト 1
経常収益 589

１　使用料・手数料 439
２　分担金・負担金・寄付金 150
純経常行政コスト（経常行政コスト―経常収益） 13,476

資金収支計算書 純資産変動計算書
　　　自　平成２０年　４月　１日 　　　自　平成２０年　４月　１日

　　　至　平成２１年　３月３１日 　　　至　平成２１年　３月３１日

（単位：百万円） （単位：百万円）
金額 金額金額 金額

１　経常的収支 4,642 期首純資産残高 51,354
２　公共資産整備収支 △ 528 純経常行政コスト △ 13,476
３　投資・財務的収支 △ 3,225 財源調達 14,380
当年度歳計現金増減額 889 　地方税 3,489
期首歳計現金残高 287 　地方交付税 7,220
期末歳計現金残高 1,176 　その他 929

補助金等受入 2 742補助金等受入 2,742
臨時損益 △ 40
資産評価替 0
その他 0
期末純資産残高 52,218



 

 

１ 貸借対照表について 

  貸借対照表とは、一定の時点において保有する資産、負債等の財政状況を一

覧的に表示した財務書類です。年度末における市の資産、その財源としての負

債、さらに、これらの差額である純資産がいくらかを表しています。なお、自

治体の貸借対照表は民間企業とは異なり、資本の概念がありません。したがっ

て、民間企業でいう「資本」は、市の貸借対照表では「純資産」と表現してい

ます。 

（１）資産（市の財産） 

   「資産」にはインフラ資産や公共施設などの住民サービスを提供するため

に使用すると見込まれるもの、基金や預金などの資金そのもの、税金等の未

収入金や売却可能資産などの将来、自治体に資金流入をもたらすものがあり

ます。 

（２）負債（将来の世代の負担） 

   「負債」には、地方債（市債）等の支払の義務の履行により、将来、市か

ら資金流出をもたらすものを計上しています。 

（３）純資産（今までの世代の負担） 

   「純資産」とは、資産と負債の差額です。負債を（将来世代が負担する部

分）と見た場合、純資産は（現在までの世代が負担した部分）として見るこ

とができます。 

 

２ 行政コスト計算書について 

  行政コスト計算書とは、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政

活動のうち、人的サービスや給付サービスなどの資産形成に結び付かない行政

サービスの経費と、その行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比

させた書類です。 

（１）コストの範囲 

   現金の出納にとどまらず、その年度において提供した行政サービスに要し

たすべてのコスト（建設事業や基金積立金等の資産形成につながる支出を除

いた現金支出に、減価償却費、不能欠損額、退職給与引当金等の非現金支出

を加えたもの）を計上しています。 

（２）収入の範囲 

   その年度に収入した資金のうち、資産形成のための財源（地方債、国県支

出金、一般財源等）を除いた、使用料・手数料と分担金負担金寄付金等を計

上しています。 

 

３ 純資産変動計算書について 

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている、税収や減

価償却などが１年間でどのように変動したかを表している書類です。純資産の

部は今までの世代が負担してきた部分を表しているため、１年間でこの負担し

た部分がどのように増減したかを表します。 

 

４ 資金収支計算書について 

  資金収支計算書は歳計現金（資金）の情報を「経常収支の部」「公共資産整備

収支の部」「投資・財務的収支の部」に分けて表した書類です。 

  「経常的収支の部」には、日常の行政活動による資金収支の状況（人件費や

物件費などの支出と税収や手数料などの収入）が計上されています。「公共資産

整備収支の部」には、公共資産の整備などによる支出とその財源収入が計上さ

れています。「投資・財務的支出の部」には、出資、貸付、基金積立、借金の返

済などによる支出とその財源収入が計上されています。 

普通会計財務書類４表 



５ 財務書類４表から分かること 

  平成２０年度貸借対照表を見ると、資産総額は約７７２億円あり、前年度と

比較して減少しています。これは、行政サービスに使用される有形固定資産に

ついて、新たな資産の形成よりも減価償却費が上回っていること等によるもの

です。有形固定資産を行政目的別にみると、道路や市営住宅、公園などの生活

インフラ・国土保全に関する資産が全体の約４２．４％を占めており、続いて

学校、体育施設などの教育に関する資産が約２３．7％となっています。 

 負債は約２５０億円で、前年度と比較して減少しています。これは、主とし

て地方債の償還によるものです。制度的な繰上償還などに取り組んだ結果、地

方債残高は減少してきています。地方債残高の総額は固定負債の「地方債」と

流動負債の「翌年度償還予定地方債」を合計したものです。 

  資産と負債の差引きである純資産は約５２２億円となっており、地方債の償

還により負債が減少してきていますが、その他一般財源等がマイナスとなって

おり、翌年度以降に自由に使用できる財源がマイナスということは、翌年度以

降の負担額のうち約９９億円については使途が既に拘束されていることになり

ます。たとえば、臨時財政対策債などの建設事業に充てられない地方債は、地

方交付税の代替措置として発行が認められたものであり、その償還財源は将来

の地方交付税により賄うことが見込まれています。 

 

  平成２０年度行政コスト計算書を見ると、経常行政コストと経常収益の差し

引きが約１３５億円となっており、この部分は市税や地方交付税、国県補助金

などで賄っています。また、行政コストに対する受益者負担は約４％であり、

施設の維持補修費や減価償却費について、施設利用者がどの程度負担している

のかを表しています。 

  また、行政コスト計算書を目的別にみると、金額の大きい順に、福祉約３０

億円、産業振興約２５億円、総務約１９億円、環境衛生約１９億円、生活イン

フラ・国土保全約１９億円、教育約１７億円、他となっており、福祉関連の行

政サービスに力を入れてきたことが分かります。 

 

  平成２０年度純資産変動計算書を見ると、期末純資産残高は約５２２億円と

なっており、前年度から約９億円増加しています。純経常コストに対して地方

税などの経常的な一般財源や補助金等受入を加えたものを差し引くと、約５億

円は経常的な財源で賄うことができていない状態となっています。 

 

  平成２０年度資金収支計算書を見ると、経常的収支の部における収支余剰約

４６億円に対し、公共資産整備収支の部及び投資・財務的収支の部の収支不足

が約３７億円で、単年度の収支では約９億円の黒字です。前年度からの繰越額

を合わせると全体で約１２億円の黒字となっています。 

  経常的収支差額が約４６億円で、これが公共資産等整備や地方債償還などの

収支不足額に充当されていることが分かります。 

  公共資産整備収支は、大部分が市の施設を整備するために行った収支であり、

約△５億円が計上されています。この収支不足額は経常的収支による一般財源

の余剰額で賄われています。 

  投資・財務支出には、地方債の償還及び他会計の地方債償還に充当するため

の繰出金などが計上されており、この収支不足額も経常的収支による一般財源

の余剰額で賄われています。 

 


